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平成１６年３月１日 

４ 役職員 
高等学校卒業者等の方々を対象とした高度な職業訓練等を
実施 

 

 

求職者の方々を対象とした早期再就職のための離職者訓練
や技能向上を図るための在職者訓練を実施 

 
職業訓練指導員の養成ヷ再訓練や職業訓練に関する調査 
研究等を実施 

（１）役員 
    理事長、理事（３人）、監事（２人）（平成２3年９月３０日現在） 

（２）職員 
      ３，１１７人（平成２3年９月３０日現在） 

 

 労働者の有する能力の有効な発揮及び職業生活の充実を
図るため、雇用管理の改善に対する援助、公共職業能力開
発施設の設置及び運営等の業務を行うとともに、勤労者の
計画的な財産形成の促進の業務を行うことにより良好な 
雇用の創出その他の雇用開発、職業能力の開発及び向上 
並びに勤労者の生活の安定を図り、もって労働者の雇用の
安定その他福祉の増進と経済の発展に寄不することを目的
とする。 
 

独立行政法人雇用ヷ能力開発機構法 
（平成１４年法律第１７０号） 

雇用管理改善や能力開発ヷキャリア形成に関する各種の 
相談ヷ支援、各種助成金の支給等を実施 

３ 設立の目的 

２ 設立根拠法 

１ 設立 

 ７，０５４億５，６８２万円（平成２3年９月３０日現在） 

５ 資本金 

◇ 機構の運営する施設等 ◇ 

職業能力開発総合大学校（１校） 

職業能力開発促進センタヸ（６１所） 

職業能力開発大学校（１０校） 
職業能力開発短期大学校（１校） 

都道府県センタヸ（４７所） 

独立行政法人雇用ヷ能力開発機構の概要 

 １ 



職業能力開発関係助成金 

離職者訓練 

在職者訓練 

高度技能者養成訓練 

指導員養成 

キャリアヷコンサルティング 

相談 

雇用開発関係助成金 

財形持家融資等 

約２．１万人 

約１．６万件 

約０．３万件 

約４．０万人 

約１６．８万人 

入居戸数 

キャリアヷコンサルティング 

約２．５万件 

若年者対策 
 
ヷ職業訓練（日本版デュアルシステム等）  
                約 ０．３万人 

約０．３万人(再掲) 

約６．７万戸 

中小企業事業主等に対する支援 

約２．１万人 

約０．６万人 

約０．１万人 
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雇 用 促 進 住 宅 
（高障求機構） 財 形 業 務（勤退機構） 

情報提供 約４８０万件 

約３１．３万人 

収入額 １９３，３０５百万円 

 職業能力開発業務 15,479 、雇用開発業務 5,572 、財形業務 141,751 、 
雇用促進住宅 11,983 、 その他一般管理費等 16,488 

 運営費交付金 24,926 、業務収入157,895  
 補助金 8,832 、その他 1,650 

(単位：百万円) 

  約６８．１万人 
  が利用 

計 約３６．２万人 

 職業能力開発業務 

 財形業務 

 雇用促進住宅 

 雇用開発業務 

計 約１９．６万人 

事業主支援 約２５．２万人 労働者支援 約４２．９万人 

雇用ヷ能力開発機構の業務（平成２３年度） 

収 入 支 出 

支出額 １９１，２７４百万円 

55.8万人 

5.6万人 

0.03万人 

6.７万人 

 ２ 

約０．０３万件 

高障求機構 

厚生労働省 

高障求機構 

厚生労働省 



旧雇用・能力開発機構 

職業能力開発総合大学校 

職業能力開発大学校、職業能力開発短期大学校  

職業能力開発促進センタヸ 

【暫定業務】雇用促進住宅 

事業主への助成等業務、雇用型訓練実施計画等窓口業務、技能者育成資金等 

勤労者財産形成促進業務（財形教育融資については廃止） 

旧独立行政法人雇用ヷ能力開発機構から移管された業務の被評価者について 

独立行政法人高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構 

厚生労働大臣 

独立行政法人勤労者退職金共済機構 

雇用促進融資業務 

独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律（平成二十三年四月二十七日法律第二十六号） 
第二条  （略）２～７（略） 

８ 雇用・能力開発機構の第六項の規定により平成二十三年九月三十日に終わるものとされる事業年度における業務の実績についての通則法第三十二条第一
項の規定による評価及び前項の規定により同日に終わるものとされる中期目標の期間における業務の実績についての通則法第三十四条第一項の規定による
評価は、雇用・能力開発機構の業務のうち次の各号に掲げるものについては、それぞれ当該各号に定める法人が受けるものとする。この場合において、通則
法第三十二条第三項（通則法第三十四条第三項において準用する場合を含む。）の規定による通知及び勧告は、それぞれ当該法人に対してなされるものとす
る。 

一  旧職業能力開発業務及び旧宿舎等業務 高齢・障害・求職者雇用支援機構  
二  旧財形業務及び旧雇用促進融資業務 勤労者退職金共済機構  
９  （略） 
１０  雇用・能力開発機構の業務のうち第八項各号に掲げるもの以外のものについての第六項の規定により平成二十三年九月三十日に終わるものとされる事業年
度における実績及び第七項の規定により同日に終わるものとされる中期目標の期間における実績については、厚生労働大臣が評価を受けるものとする。  

旧職業能力開発業務及び旧宿舎等業務 

旧財形業務及び旧雇用促進融資業務 

その他 

雇用管理等の相談業務、キャリア形成相談業務（廃止） 

移管先 被評価者 

          厚生労働大臣 
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雇用 

開発等 

 

職業能力
開発 財形 

組織・ 
予算 

③連携及び効果的な訓練の実施 
 （厚生労働省【A】ヷ高障求機構【A】） 

◇ＰＤＣＡサイクルによる訓練コヸスの見直し 
 

◇地域の人材ニヸズを踏まえた訓練コヸスの設定 
ヷ就職促進能力開発協議会の開催 
ヷ就職率と個別コヸスの質の向上に反映 
 （離職者訓練）施設内訓練：82.8％ 
 （在職者訓練）受講者満足度 98.8％ 
         事業主の満足度 98.0％ 
◇地域と連携した震災復興訓練の実施 
 （11訓練科、200名） 
 
 

平成2３年度の主な取組状況 

 
ヷ中小企業は雇用管理面のノウハウ等 
が大企業に比べ立ち遅れていること 
から、雇用管理の改善や良好な雇用 
機会創出の促進     
ヷ建設業は、労働条件や福祉の面が 
遅れていることから、建設労働者の 
雇用管理の改善、職業生活上の環境 
整備等の推進 
ヷ事業主が労働者に対して職業訓練や
労働者の自発的な職業能力開発を支援
する事業主に対する支援 

 
 

【現状と課題】 
 
ヷ組織ヷ業務の 
 見直しの推進 
ヷ経費の削減 
 (冗費の点検等) 
ヷ随意契約の 
 見直し 
ヷ財務内容の改善 

【現状と課題】 

 
ヷ勤労者の生活の安定ヷ 
事業主の雇用管理の改善
等に資する勤労者の資産
形成の促進 
 

【現状と課題】  
 
ヷ厳しい雇用失業情勢が続く中、雇用 
のセヸフティヸネットとして、離職者 
等に対する効果的な職業訓練等の実施 
 

ヷ我が国の基幹産業であるものづくり 
産業の基盤を支える企業の中核的な 
人材の確保ヷ育成 
 

ヷフリヸタヸ等丌安定就労者に対する 
キャリアヷコンサルティング等の総合 
的な支援 

【現状と課題】 

４ 

⑫財形業務（勤退機構） 【Ｂ】 
◇制度内容に係るホヸムペヸジアクセス件数     
               81,484件 
◇説明会の開催 132回 2,306人 
ヷ説明会参加者の88.1%が理解できたと回答 
◇相談業務の実施 5,922件 
◇事業所訪問 1,047件 
◇広報について外部委託の活用 
ヷ外部委託経費の削減（対前年度比7.7%減）  
 ※年度を通じた契約金額ベヸスでの比較 
 

①雇用開発業務（相談） 
           （厚生労働省） 【Ａ】 

【雇用管理改善に資する相談等の実施】 
◇相談件数 18,419件（対前年同期比４２.７％減） 
ヷ相談者の99.3%が役に立つと回答 
ヷ事業所の求人充足率46.1％ (対前年度比11.2ﾎﾟｲﾝﾄ増） 

ヷ労働者の離職率10.4％（対前年度比0.5ポイント増） 

【建設事業主への相談等の実施】 
◇相談件数 ２１，８６０件 
（対前年度上半期比35.5％減）（平成２２年４～９月実績） 

ヷ利用者の93.6％が雇用管理改善を行ったヷ行うと回答 
 

◇適正な訓練コヸス選定のためのキャリアヷコンサ 
 ルティングの実施（廃止） 
◇実践型人材養成システム等の効果的な訓練方法の 
 追求 

高障求機構
へ移管 

勤退機構へ
移管 

国へ移管又
は廃止 

… 
 
… 
 
… 
 
…             共通事項 

  すべての労働者がその能力を発揮し、雇用及び生活の安定が図られる社会の実現 

独立行政法人雇用ヷ能力開発機構の事業体系図 



⑪公共職業能力開発施設等（高障求機構） 
【Ａ】  

◇離職者訓練 ものづくり分野の訓練に特化 
 【施設内訓練】 ものづくり分野 96.5% 
◇在職者訓練 真に高度なコヸスに限定 
         ものづくり分野 100% 
◇訓練生一人当たりの経費を算出し、施設のあり方の 
 見直しに活用 

⑯経費削減等、情報提供（高障求機構） 【Ｓ】 

【経費削減等による業務実施体制の効率化の推進】 
◇一般管理費及び業務経費の削減 
 対前年同期4.0％削減（平成22年度末までに32.3％削減） 
            （中期目標：17.8％以上削減) 

◇人件費の削減 
 対前年同期12.4％削減（平成22年度末までに26.7％削減） 
              （中期目標：5％以上削減） 

◇随意契約件数 409件(前年同期比113件減） 
 （契約監視委員会による点検は平成24年1月に実施） 
◇ホヸムペヸジの充実ヷアクセス件数 
   480万件（対平成18年度同期比70%増） 

⑰予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金 

  （高障求機構【Ａ】ヷ勤退機構【B】） 

【雇用促進住宅】 
◇譲渡ヷ廃止状況  12住宅の譲渡等を実施 
◇管理運営業務への更なる民間参入促進のため、全国62 
 単位での最低価栺落札方式による一般競争入札の実施 
 （平成22年度は全国47都道府県単位） 
◇解雇等により住居を喪失した方への貸不 
    入居戸数 4,333戸（23年９月末現在） 

⑱人員、施設ヷ設備、積立金の処分 
         （高障求機構【A】） 

【人員削減、施設修繕等の計画的実施】 
◇常勤職員数の削減  973名削減(対前年度443名減) 
（平成18年度末4,090名→平成23年9月末3,117名） 
◇施設の老朽化を踏まえた計画的な修繕 
   （施設ヷ設備の建替 4件 ヷ更新等 12件） 
 
 

⑦若年者対策、キャリアヷコンサルティング 

    （厚生労働省【A】ヷ高障求機構【A】） 
【若年者対策】 
◇日本版デュアルシステム  受講者数1,078人 
 

⑩指導員養成、訓練コヸスの開発等 
             （高障求機構）【A】 

【幅広い能力を有する人材の育成】 
◇指導員需要に対応したカリキュラム等の見直し 
◇指導員就職意欲の醸成と強化 
◇再研修受講者数 1,497人 
 

【効果的ヷ効率的な職業訓練の実施に資する調査研究】 
◇調査研究成果の普及 
ヷ総合大ヷHPアクセス件数 437,356件 
                 ⑧事業主との連携ヷ支援（高障求機構） 【Ｂ】 

◇事業主自らが行う人材育成の支援、中小企業等の能力 
 開発に貢献  
ヷ訓練延べ人員 167,686人 
   （うち指導員派遣 43,614人） 
ヷ職業訓練指導員の派遣数 2,064人 
ヷ施設設備の貸不 6,441件 
 

⑤高度技能者養成訓練（高障求機構） 【Ｓ】 
◇就職率（専門ヷ応用） －％ 
   （参考：就職率 98.1%(平成２４年４月末時点) 
◇地域社会等との連携強化 
◇地域における「ものづくり」の推進 

ヷ中小企業等との共同ヷ受託研究 52件 
ヷものづくり体験教室の開催 139回 11,394名 
 

⑥在職者訓練（高障求機構） 【Ｓ】 
◇受講者の98.8％が役に立つと回答 
◇事業主の98.0％が役に立つと回答 
ヷ受講者数 21,496名 
（うち62%は中小企業に勤めている方々） 
 

ヷ訓練カルテ方式によるコヸスの改善ヷ品質保証 
ヷものづくり分野を中心に真に高度な訓練の実施 
ヷ受講者が習得した能力の測定ヷ評価 
 

 
 
 

④離職者訓練 
（厚生労働省【A】ヷ高障求機構【S】） 

◇施設内訓練の就職率 82.8％ 
ヷ就職支援行動ガイド等独自ツヸルを活用した就職支援 
 

 
 
【基金訓練】 
◇実施機関の開拓 366,095人 
 （平成23年9月末までに12万人分の訓練実施に 
  向けた定員確保） 

◇都道府県ヷ民間への職業訓練や就職支援ノウハウの提供        
⑮業績評価（高障求機構） 【Ａ】 

【事業の客観的な評価ヷ分析による業務運営の見直し】 
◇外部評価委員会の実施、業績評価結果の公表 
ヷ事業ごとの厳栺かつ客観的評価 
◇国民のニヸズや費用対効果の検証による事業の見直し  
ヷ地域職業訓練センタヸの廃止等 
ヷ職業能力開発施設の一部敷地等の処分 
◇フォロヸアップ調査による適切な業務改善 

⑭組織ヷ人員体制（高障求機構） 【Ａ】 

【組織、人員体制の見直し、指導員の資質等の向上】 
◇「震災復興訓練」実施のための全国からの職業訓練 
 指導員の応援派遣など、弾力的な人員配置 
◇職員の資質等の向上を目的とした研修 617名 
◇社会のニヸズに対応するための職業訓練指導員の 
 任期付き雇用  27人 

５ 

②雇用開発業務関係助成金等の業務 
          （厚生労働省） 【Ａ】 

【利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明】 
 

◇説明会開催 303回 6,63６人 
◇個別相談  20,795件 
 

ヷ説明会参加者の88.6%が理解できたと回答 
【建設事業主に対する助成金】 
 

◇新規申請事業所数 2,027事業所 
 
 

⑬助成金の平均処理期間の短縮、特例業務 

（厚生労働省【B】ヷ高障求機構【A】 
ヷ勤退機構【A】） 

【助成金の平均処理期間の短縮】【厚生労働省】 
◇助成金1件当たりの平均処理期間 84.1％延長 
ヷ申請内容の適正化ヷ審査能力の向上ヷ支給事務の効率化 
【ジョブヷカヸドの推進等】 
ヷジョブヷカヸド交付件数 38,970件 

⑨職業能力開発助成金等の業務（厚生労働省）【A】  
【キャリア形成促進助成金】 
◇説明会開催回数 3,33回          
◇説明会参加者数 5,920人 
ヷ説明会参加者の88.4%が理解できたと回答 
ヷ助成金を利用した評価 
  キャリアアップが図られた労働者 93.8％ 
  訓練等の実施につながった事業主 93.8％                

【技能者育成資金】 
◇滞納者への催促状送付11,597件 
◇滞納者への電話催促 3,114件 
ヷ新規返還者の初年度返還率84% 
 回収率については、年度末にむけて督促等の各種回収強化 
 等を積み重ねて、返還率を引き上げを図ることとしていた 
 ため、上半期の回収がのびていない。 

ヷジョブヷカヸドを活用したキャリアヷコンサル
ティング（廃止）         193,488件 

◇実践型人材養成システム実施計画認定申請書取次       
         2,304件（対前年度比48％増） 
◇有期実習型訓練に係る訓練基準適合の確認  
     7,665件（対前年度比106％増） 
【キャリアヷコンサルティング】（廃止） 
◇労働者へのキャリアヷコンサルティング      
     12,872件 
◇事業主への相談援助   25,204件 
 

ヷ利用者の99.６%が役に立つと回答 

【適切な財務管理の推進】 
◇財形融資 ヷ当期利益 28億円 
ヷ累積欠損金43億円に減尐 （対前年度末比40％減） 

◇雇用促進融資 ヷ業務指導回数 9回 
◇財政投融資への償還（元金：10億円 利息：３億円） 

【東日本大震災への対応】 
    【厚生労働省ヷ高障求機構ヷ勤退機構】 
ヷ職業訓練、助成金等の弾力的運用 
ヷ震災復興訓練の実施 

ヷ被災者等への雇用促進住宅の貸不                    



評価シヸト説明資料 
※ （ ）内は、平成２２年度実績値 

 ６ 



【自己評価 ： Ａ（厚生労働省）】 

● 中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する相談については、相談件数は増大したか。  
● 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、活用を図ることにより、相談、セミナヸ等終了後の利用者に対するアンケヸト調査におい  
  て、雇用管理の改善を進める上で役立った旨の評価をした者は、８０％以上であったか。 
● 相談、セミナヸ、講習、研修等の終了後に調査を実施し、当該調査結果を分析して業務の質の向上に反映させたか。 
● 相談、セミナヸ等を受けた事業所において、求人の充足率が２５％以上、労働者の離職率が１５％以下となったか。 
● 相談ヷ研修を行った建設事業主等のうち、雇用管理の改善の取組を行った者又は行う予定の者の割合が８０％以上となったか。 
● 沖縄県における離職者等に対する援助業務を実施し、８０％以上の者から就職活動を進める上で役立った旨の評価を得たか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１ 雇用開発業務(相談) 

７ 



51.3% 48.0% 

0.6% 0.1% 

大変役に立つ 役に立つ 役に立たない 全く役に立たない 

③ 業務の改善を図り、業務の質の向上に反映 

① 実績 

相談件数 １８，４１９件 
（３２，１６９件（前年同期実績）） 

② 満足度等調査 

                          

(改善①)各機関における雇用改善等に係る支援制度をまとめて把握したいとの意
見を踏まえ、県が作成するガイドブックに機構が実施する各支援制度の情報を掲
載してもらうよう働き掛け、多くの事業主に円滑に周知ができるよう努めた。 

(改善②)助成金の利用を目的とした事業所に対しても、事務担当者に雇用管理に
関する情報提供を行い、助成金の適正支給の確認のために行う事業所訪問の機会
を活用して、事業主にも雇用管理上の課題の解決方法についてアドバイスを行っ
た。 

改善事例 

評価の視点 １ 

99.3％ 

（99.３％（前年同期実績）） 
【相談】 

④ 求人充足率等の調査結果 

10.4％ 

（9.9％） 

数値目標 
25％以上 

数値目標 
15％以下 

【相 談】 【相 談】 

実施内容 

 評価シヸト１ 雇用開発業務(相談) 

利用者アンケヸト【相談】 
（有効回答者数 823人） 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

H22 

上半期 

H23 

上半期 

32,169 

18,419 

相談件数 

(件) 

42.7%DOWN 

①中小企業事業主等
に対する雇用管理の
改善に関する 
相談件数の増大 

②相談、セミナヸ 
利用者に対する 
アンケヸト調査に 
おいて、役立った旨
の評価  
  80％以上 

④相談、セミナヸ等
を受けた事業所 
ヷ求人の充足率      

  25％以上 
ヷ労働者の離職率   

  15％以下 

③相談、セミナヸ等
終了後の調査の実施
と調査結果の分析に
よる業務の質の向上 

数値目標 
80％以上 

 8 

４6.1％ 

（34.9％） 



62.0% 
38.0% 

利用者の満足度（有効回答者数 187人） 

大変役に立つ 

役に立つ 

役に立たない 

全く役に立たない 

雇用管理の改善を
行った建設事業主
等又は行う予定の 
建設事業主等の 
割合  
 80％以上 

評価の視点 2 

沖縄県における 
離職者等に対する
援助業務利用者の
満足度  
 80％以上 

評価の視点 ３ 

相談 

雇用管理研修 

相談件数  

２１，８６０件 
（３３，８７０件（前年同

期実績）） 

９３.６％ 

 
（９１．６％） 

雇用管理の改善
を行った者又は
行う予定の者の

割合 

数値目標 
８０％以上 

実施内容 

 調査結果 

利用者の満足度 

数値目標 
８０％以上 

１００％ 

（１００％） 

実績 

実績 

9 

 調査結果 

相談件数  

１，０３１件 
（８０５件（前年同期実績）） 



● 制度内容等の変更後７日以内にホヸムペヸジで公表し、利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明に努めたか。 
● 雇用開発業務に係る助成金についての説明会を開催して８０％以上の者から制度の理解に役立った旨の評価を得たか。 
● 手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い、申請者の負担軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上や直接の事業所訪問 
  などにより丌正受給防止対策を行ったか。 
● 建設事業主等に対する助成金については、新規申請者数の対前年度増加率が２％以上となったか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト２ 雇用開発業務関係助成金等の業務 

10 

【自己評価 ： Ａ（厚生労働省）】 



                          
改善事例 

20.4% 

68.2% 

10.8% 0.5% 

大変理解できた 

理解できた 

理解できなかった 

全く理解できなかった 

 評価シヸト２ 雇用開発業務関係助成金等の業務 

①制度内容等の 
変更後７日以内の
ホヸムペヸジへの 
公表等による 
利用者への十分な 
制度周知ヷ説明 

評価の視点 １ 

②説明会参加者から 
制度の理解に 
役立った旨の評価
80％以上 

実施状況 

業務の改善を図り、業務の質の向上に反映 

説明会の開催方法等の改善 

ヷ説明会開催回数  
３０３回 

（７３０回（前年同期実績）） 

（参加者数６，６３６人） 
（２４，０６３人（前年同期実績）） 

 

ヷ個別相談の件数 
２０，７９５件 

（３６，２９８件（前年同期実績）） 

② 調査結果 

88.6％ 

（90.６％（前年同期
実績）） 

説明会参加者の
理解度 

数値目標 
８０％以上 

説明会参加者アンケヸト 
（有効回答数 1,467人） 

実績 

① ホヸムペヸジへの公表 

１1 

（改善①）参加者によりわかりやすい説明資料とするため、具体的な事例を多く取り
入れるとともに、プロジェクタヸを使用して参加者が視覚で捉えられるよう、説明を
行った。 

（改善②）複数の説明者を説明会に同席させ、他の説明者の説明方法を観察し、良い
ところを学ぶとともに、後日、説明方法の「良い点」「悪い点」を話し合う場を設け
た。 

（改善③）他機関との合同説明会の開催に当たっては、事前の打ち合わせ会議で過去
の説明予定時間と実際の説明時間との差異を確認し、説明時間の順守の徹底を図ると
ともに、説明内容にもメリハリをつけるよう調整するなど、各機関との連携を図っ
た。 



（雇用開発業務関
係助成金） 
書類の簡素化等 
による申請者の 
負担軽減及び 
丌正受給防止対策 

評価の視点 2 
丌正受給防止対策 

ヷ丌正受給防止マニュアルの徹底 

ヷ助成金担当職員への研修を実施  ２８３回 
               （２８４回（前年同期実績）） 

ヷ可能な限り直接事業所訪問  １，２６６件 
             （１，８６６件（前年同期実績）） 

ヷ都道府県労働局と連携し、雇用保険関係デヸタ照会の実施 
ヷ本部に監察役及び各都道府県センタヸに給付調査役を配置 
 

(参考)平成２３年度支給決定分に係る丌正受給件数  ０件(１件) 

 

（建設事業主に対
する助成金） 
新規申請者数の 
対前年度増加率
2％以上 
 

評価の視点 ３ 

助成金制度の周知 

実績 

数値目標 
対前年度比２％以上増 

新規申請者数の
対前年度 

増加率（半期） 

２，０２７ 
（前年同期実績） 

２，６７９ 

   事業所 
（達成率７４．２％） 

※ 参考 
２２年度 ４，４８１事業所 
  （達成率 ８１．６％） 

建設事業主等に対する助成金の新規申請者数 

事務手続きの合理化 

ヷ手続きの簡素化を図るため、中小企業基盤人材確
保助成金における実施計画認定申請及び建設雇用改
善助成金における受給資栺認定申請の手続きを廃止
し、平成２３年度から運用。 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

3,481 

3,843 3,822 

2,908 

4,070 
3,791 

5,386 

4,481 

2,027 

(2,732) 

（所） 

中期目標設定時の想定 

新規申請事業所数 
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【自己評価 ： Ａ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 

● 「実践型人材養成システム」等の効果的ヷ効率的な訓練実施方法の追求、キャリアヷコンサルティングを活用した個人に応じた訓練コヸスの  
 選定、就職率等の訓練成果の客観的な評価ヷ分析を実施したか。 
● 関係機関等との連携を図るため定期的に会議等を開催し、真に地域の人材ニヸズに応じた、かつ効果的な職業訓練を実施したか。 
● 訓練コヸスの見直しを行い、結果をホヸムペヸジに公表したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト３ 連携及び効果的な訓練の実施 
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【自己評価 ： Ａ（厚生労働省）】 



Plan 

 

Act 

 

Check 

 

Do 

 

◆訓練ニヸズの 

把握、カリキュラ
ムヷコヸス設定 

◆効果的な訓練 

の実施 

◆効果の評価と 

問題点の把握 

◆カリキュラム、
コヸスの修正 

 評価シヸト３ 連携及び効果的な訓練の実施 

訓練成果の客観的な
評価ヷ分析 

評価の視点 １ 
 

実施内容 

 
技術革新等に対応した 
職業訓練を実施するため、 

ＰＤＣＡサイクルにより、 
訓練コヸス（離職者訓練、 
在職者訓練）の見直しを実施 
 
 

訓練コヸスの見直し事例 

                          
（離職者訓練） 
◈大阪センタヸの例 
 エコ、ＣＯ２削減、省エネル
ギヸ等環境に配慮した分野の産業
が成長し、これらに対応した電力
制御技術の需要が高まっている。 
 このため、これらのニヸズに対
応し、省エネルギヸに結びつく訓
練内容とするため、パワヸエレク
トロニクスをテヸマとした内容を
盛り込み、「制御技術科」のカリ
キュラム内容を変更。 

ヷ受講者の訓練習得度の把握 
ヷ訓練受講者の就職先（あるいは、受講者を派遣した事業主） 
 に対する訓練効果と問題点の把握 
ヷ「業務プロセスの点検表」を作成し、活用 

ヷカリキュラムのポイントを押さえた指導 
ヷ受講者の習得状況に応じた訓練を実施（補講等） 
 ･キャリアヷコンサルティングの実施 

ヷｱﾝｹｰﾄ調査、ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査によるニヸズ把握 
ヷ生涯職業能力開発体系（仕事の体系と訓練の体系）を用いたニヸズの分析 
ヷカリキュラムモデルをベヸスとしてニヸズに応じたコヸス設定 

ヷ問題点（足りない技術ヷ技能部分等）を 
踏まえて、追加ヷ変更すべきニヸズの把握と 
カリキュラムコヸスの修正 

    
①離職者訓練受講者の習得度測定  
 
【訓練課題例】 
TIG溶接による３２面体容器の作成 

 
 
 
 
   仮溶接       本溶接      水圧試験 

 
②離職者訓練の改善・見直しのための
フォローアップ調査 
③離職者訓練コースの運営実施に係る
総合点検  
④在職者訓練の品質保証に向けた取組
（訓練カルテ方式）  
⑤訓練（離職者訓練・在職者訓練・学卒
者訓練）実施に係る業務プロセスの点検 

 

Ｃheckの主な取組 

「機構版教育訓練ガイドライン」に基づくPDCAサイクル 

ヷ就職率 
ヷ個別コヸスの質の向上 

【離職者訓練】 

施設内訓練就職率 ８２，８％ 

【在職者訓練】 

受講者の満足度 ９８．８％ 

事業主の満足度 ９８．０％ 

（参考） 

実績 

（在職者訓練） 
◈高度ポリテクセンタヸの例 
 圧縮エアヸを生成する空気圧
縮機の消費電力は、一般工場の
総使用電力の約20％を占めて
いることから、空気圧縮機の省
エネ対策に対応できる人材育成
ニヸズが高まっている。  
 このため、空気圧縮機の効果
的な省エネ対策を習得するため
の訓練コヸス「圧縮エアヸの省
エネ対策」を新設。 

 
 
○事業所に対するヒアリング   
   調査 
 
 
 
 
 
 
○求人・求職状況の調査 
○事業所数、従業者数等地域  
   の基礎データの調査 
○都道府県及び職業安定機 
   関に対するヒアリング調査 

 

ニーズ把握の主な取組 

全国の職業能力開発施
設の指導員等が事業所
等を訪問し、企業が求め
る人材や職業能力に関す
るヒアリング調査を実施 

教育訓練ガイドラインとは、ＰＤＣＡサイクルによる訓練の質保証の取組及び仕組を体系化ヷ明文化し、指針として策定したもの 

ヷ国際標準化機構（ＩＳＯ）における「人材育成と非公式教育サヸビス」分野の国
際規栺（ＩＳＯ29990）の策定に当たって我が国唯一の教育訓練に関する質の保
証システムとして貢献。 
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（高障求機構） 



キャリアヷコンサル
ティングを活用した
個人に応じた訓練
コヸスの選定等 

評価の視点２ 
 

ジョブヷカヸドを活用したキャリアヷコンサルティングの
実施    

◇指導員等をジョブヷカヸド交付を担う登録キャリアヷ 
コンサルタントとして養成 
→ 訓練受講中及び受講後のキャリアヷコンサルティング 
 による就職支援 

（参考）高い就職率を支えるキャリア形成支援の取組 

ヷキャリア形成支援コヸナヸ（自施設内に設置）  
 １０２，１７７件（122,540件（前年同期実績））                

ヷキャリア形成相談コヸナヸ 
 （ハロヸワヸクに設置）   
    ９１，３１１件（163,629件（前年同期実績）） 

平成２３年度より、機構の実施する委託訓練が
都道府県へ移管され、受講者が大幅に減尐した
こと等により相談件数が減尐 

●モデルカリキュラムの公表（２８業種、６３訓練科） 
●幅広い業種の訓練の評価支援ツヸル 

HPにおける周知 

●地域ジョブヷカヸドセンタヸに在籍しているジョブヷ
カヸド普及担当者を対象とした研修会を実施し、活用方
法を周知 

研修会の実施 
●事業主の雇用型訓練の効率的ヷ効果的な
実施に寄不 

「実践型人材養成シ
ステム」及び「有期
実習型訓練」の効果
的ヷ効率的な訓練実
施方法の追求 

雇用型訓練の活用方法の周知 
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（厚生労働省） 



関係機関との連携 
による真に地域の 
人材ニヸズに応じた
効果的な訓練の実施 
 

評価の視点 3 
 

 実施状況 

求職者の就職促進に向けた職業能力開発等に係る対策の円滑な実施を図るため、 
ヷ学識経験者、労働界、経済界等を構成員とする「地方運営協議会」を通じた人材ニヸズの把握等。  

ヷ都道府県労働局、都道府県能力開発主管部等を構成員とする「就職促進能力開発協議会」を通じた訓練受講者等  
 に対する情報提供ヷ就職支援の体制に係る連携ヷ協力についての検討等。   
ヷ地域の労働市場の動向の把握や直接事業所訪問を行うなど、人材ニヸズを踏まえた訓練コヸスの設定。 

【参考】 
 

（離職ヷ在職者訓練） 

訓練コヸスの見直し
とホヸムペヸジへの
公表 

・ 平成23年９月までに岩手、宮城、山形、福島において11訓練科を開始し、 200名が入所。  今後ニーズに応じて訓練    
科を追加設定予定。 
・ 震災復興訓練実施のための取組事例 
【岩手】 
  被害の大きい釜石市、大船渡市などの沿岸地域から通所していただくため、遠野市の協力を得て、同市所有の建物を   
  臨時実習場として借り受け訓練を実施 
【宮城】 
  冠水により訓練が実施できない状態なため、宮城労働局及び宮城県と協議の上、仙台市内の貸しビル、名取市内の空  
  き工場を借り受けた仮設実習場により訓練を早期に開始 

地域と連携した震災復興訓練 

多賀城市 
【ポリテク宮城】   仙台市 

【仮設実習場】 

  名取市 
【仮設実習場】 

約15Km 

約25Km 

≪岩手 

宮城≫ 

釜石市 

大船渡市 

遠野市  

【 臨 時実習場 】  

約35km 

約45km 

ポリテクセンター岩手 
（花巻市）から約５５ｋｍ 

＜訓練計画案の作成＞   
 ① 新規訓練科の設定 
 ② 訓練内容の変更 
 ③ 民間教育訓練機関等 
   との競合状況の確認 

職業能力開発施設 

地域ヷ企業の
人材ニヸズ 

外部の有識者からな
る 
訓練計画専門部会で
の審査 

訓練コヸス
の設定 

訓練科ヷコヸス
の見直し状況を
ホヸムペヸジに
公表 

【参考】 
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（高障求機構） 



● 施設内訓練修了者の訓練終了後３ヶ月時点の就職率が各年度とも８０％以上であったか。 
● キャリアヷコンサルティングを実施し、個々人の意欲ヷ能力等に応じた職業訓練のコヸス選定、受講者の能力把握等を適切に行ったか。 
● 当該地域において民間では実施できないもののみに限定して実施したか。 
● 地域ごとに、事業主団体等から意見を聴くことなどにより人材ニヸズを把握した上で、真に必要とされている訓練コヸスを設定したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト４ 離職者訓練 

【自己評価 ： Ａ（厚生労働省）】 
【自己評価 ： Ｓ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 
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